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今後の労働者派遣制度の在り方について（諮問） 

 

 労働者派遣制度については、労働力の需給調整を図るための制度として、我

が国の労働市場において一定の役割を果たす一方で、近年、日雇派遣など社会

的に問題のある形態が出てきているほか、やむを得ず労働者派遣を選択する者

の存在や法違反事案の顕在化などが課題となってきた。 

 このような状況を踏まえ、貴会における調査審議を経て、昨年 11 月４日に「労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する

法律等の一部を改正する法律案」を国会に提出したところであるが、同法案は、

本年７月 21 日、衆議院の解散に伴い廃案となったところである。 

 同法案提出後、我が国の雇用情勢は急激に悪化し、いわゆる派遣切りが多く

発生し、社会問題化するなど、派遣労働者をめぐる雇用環境に大きな変化が生

じたところである。 

このため、上記の法律案において措置することとしていた事項のほか、製造

業務への派遣や登録型派遣の今後の在り方、違法派遣の場合の派遣先との雇用

契約の成立促進等、派遣労働者の雇用の安定その他福祉の増進のために追加的

に措置すべき事項についても検討を行い、改めて法律案を提出する必要が生じ

ている。 

 以上を踏まえ、厚生労働省設置法（平成 11 年法律第 97 号）第９条第 1 項第

１号の規定に基づき、今後の労働者派遣制度の在り方について、貴会の調査審

議を求める。  

 

 

平成 21 年 10 月７日  

厚生労働大臣  長妻 昭   

 


